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シ ンポジ ウ ム ｢ 自 由化後 1 0 年の検証｣

報告要旨 : 山下 友信

シ ン ポ ジ ウ ム ｢ 自 由 化後 1 0 年 の検証 ｣ ｢ 問題提起 ｣

司会 ･ 東京大学 山 下 友 信

1 本 シ ン ポ ジ ウ ム の 目 的

保険事業 に 関す る 自 由 化 ･ 規制 緩和進展 の 大 き な 曲 が り 角 が 平成 7 ( 1 9 9 5 ) 年 の

新保険業法 の 制 定 と 平成 8 ( 1 9 9 6 ) 年 の 同 法 の 施行 で あ っ た こ と は 異論 が な い で あ

ろ う 。 本 シ ン ポ ジ ウ ム は 、 こ の 時期 か ら 1 0 年余 り を 経 た 現 時点 に お い て 、 自 由

化 ･ 規制 緩和 は ど の よ う に 実現 さ れ 、 ま た そ れ が ど の よ う な 結果 を も た ら し た か

を 改 め て 検証 し よ う と す る も の で あ る 。

新保 険業法 の 方 向 性 を 明 ら か に し た 平成 4 年 6 月 1 7 日 保 険審議会答 申 ｢ 新 し

い保 険事業 の在 り 方 ｣ で は 、 自 由 化 ･ 規制緩和 に 関 し て 、 次 の よ う に 述べ て い る 。

『 保 険事業 に つ い て は 、 利 用 者 の 立場 、 国 民経済 的 見地 、 国 際性 の いずれ の視

点 か ら も 、 効 率性 が 強 く 求 め ら れ て い る 。 す な わ ち 、 利 用 者 の 立場か ら は 、 経営

資源 の 有効活用 に よ り 、 効 率性 、 収 益性 を 向 上 さ せ る と 共 に 、 そ の 成果 を 的確 に

利 用 者 に 還元す る こ と が 重要 で あ る 。 ま た 、 国 民経済 的 見地 か ら は 、 経営 資源 の

有効活用 を 図 る と 共 に 、 規制 緩和 、 自 由 化 を 通 じ て 競争 の促進 を 図 り 、 事業 の 効

率化 を進 め る こ と が 必要 と な っ て い る 。 更 に 、 国 際性 の視 点 か ら は 、 諸外 国 に お

い て も 基本 的 に は規制緩和 の 方 向 で 見直 し が 行 われ て い る こ と に 留 意 し つ つ 、 国

際 的 に 調和 の と れ た 制 度 を構築す る 必 要 が あ る 。 ｣

『 ま た 、 環境 の 変化 に伴い 、 保 険事業 は収益性 と 健全性 の バ ラ ン ス を 求 め ら れ

る よ う に な っ て い る 。 す な わ ち 、 収 益性 は 、 事業 の 効率化 と 密接 に 関係す る も の

の 、 一 方 で は 、 そ れ を 過度 に 追求す る 場合 に は 、 事業 の 健全性 を 阻害す る お そ れ

も 考 え ら れ る 。 ま た 、 保 険事業 が そ の 諸機能 を 通 じ て 国 民生活 に 密接 に 関 連 し て

い る こ と を 考慮すれ ば 、 自 己 責任原則 の 下 で事業 の健全性 を維持す る こ と は 、 引

き 続 き 重要 で あ る と 考 え ら れ る 。 更 に 、 国 際性 の視 点 か ら 、 諸 外 国 に お い て も 、

こ の よ う な 健全性 の維持 が 重視 さ れ て い る こ と に も 留 意すべ き で あ る 。 ｣
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『 更 に 、 保 険事業 が 国 民生活 と 密 接 に 関 連 し て い る こ と や 、 契約 者 間 の公平性

確保 の 要請 が 高 ま っ て い る こ と 等 か ら 、 利 用 者 の 信頼 に 耐 え う る 公正 な事業経営

を確保す る こ と が 重要 で あ る 。 す な わ ち 、 利 用 者 の 立場か ら は 、 デ ィ ス ク ロ ー ジ

ャ ー 等 を 通 じ て 、 契約者 間 の 公平性等 に つ い て の 利 用 者 に よ る 監視 が 適切 に行 わ

れ る 必要 が あ る 。 ま た 、 国 民経済 的 見地 か ら は 、 公正 な 事業運営 が 確保 さ れ る よ

う 、 保 険会社 に お い て 自 律 的 な 経営 チ ェ ッ ク 体制 が構築 さ れ る こ と が 必要 と な っ

て い る 。 更 に 、 こ の よ う な 公正 な 事業運営 の確保 は 、 国 際性 の視点 か ら も 不 可欠

と な っ て い る 。 ｣

｢ 以 上 か ら 、 当 審議会 と し て は 、 保 険事業及 び保 険 関係 法規 の 見 直 し に 当 た っ

て は 、 ① 規制緩和 、 自 由 化 に よ る 競争 の促進 、 事業 の 効 率化 、 ②健全性 の維持 、

③公正 な事業運営 の確保 、 の 3 つ を 指針 と し 、 こ れ ら 指針で示 さ れ た 方 向 に 基づ

い て 検討 を 行 っ た 。 ｣

平成 7 年新保 険業 法 に よ る 自 由 化 ･ 規制 緩和 は 、 そ の 後 の 相 次 ぐ 自 由 化 ･ 規制

緩和 の進展 の 第一波 に す ぎ な か っ た が 、 上記答 申 の 基本 的 な 考 え 方 自 体 は今 日 に

至 る ま で変 わ っ て い な い と い う こ と が で き る で あ ろ う 。 し か し 、 そ の 基本 的 な 考

え 方 が 、 具体的 に は ど の よ う に 実現 さ れ 、 あ る い は 実現 さ れ え な か っ た の か 、 ま

た 、 実現 し て い く 中 で 、 想 定 ど お り の 結果 が も た ら さ れ た の か 、 想定外 の 結果 が

も た ら さ れ た の か は 、 保 険市場 の 中 で そ の 後 起 こ っ た 事象 を 多 面 的 に 検証す る こ

と に よ り は じ め て 明 ら か に な る 。 本 シ ン ポ ジ ウ ム は こ の 作業 を 行 う こ と を 目 的 と

し て い る 。

2 本 シ ン ポ ジ ウ ム の構成

本 シ ン ポ ジ ウ ム で は 、 自 由 化 ･ 規制 緩和 を 多 面 的 に 検証す る た め に 、 研 究者 、

実務法律家 、 ア ナ リ ス ト と い う 、 そ れ ぞれ異 な る 立場 で保険事業 に 関 わ り の あ る

4 氏 に 報告 を お願 い し て い る 。 報告者 に は 、 そ れ ぞれ の 立場か ら 自 由 に 論 じ て い

た だ く こ と と し て い る が 、 相 互 の 問題意識 を よ り 明 確 に す る た め に 、 質疑応答 の

部 で は 、 ま ず最初 に シ ン ポ ジ ス ト に よ る デ ィ ス カ ッ シ ョ ン を 予 定 し て い る 。
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保険 自 由化の評価 と 消費者利益

-損害保険業を 中心に -

慶應義塾大学 堀 田 - 吉

戦後保険業 に対す る 保険行政は 、 い わ ゆ る ｢護送船団行政 ｣ と い う 言葉に象徴 さ れ

る 。 す な わ ち 、 保険業界全体の進度 を最 も 経営効率の劣 る 保険会社に合わせて調整 し

て 、 全て の会社が存続可能な状態 に保持すべ く 行政指導が行われた 。 こ う し た保険行

政は 、 二重の意味で保険市場に非効率 を生 じ さ せて いた 。 一つ は 、 経営効率の悪い限

界的保険者の存続 を 可能 と す る と い う こ と で あ り 、 も う 一つ は 、 効率的 な保険会社に

対 し て超過利潤 ( レ ン ト ) を保証 し た こ と で あ る 。 保険契約者の観点か ら す る と 、 こ

れ ら の コ ス ト を代償 と し て 、 保険会社の破綻 を 回避す る こ と が で き た の で あ り 、 決 し

て無償の保護 を与 え ら れて いた わ け では な か っ た 。 併せて 、 料率競争が制 限 さ れた結

果 、 契約獲得競争あ る い は非価格的サー ビス 競争に集 中 さ れ 、 無駄な経営 コ ス ト を支

出す る こ と に も な っ た 。

こ う し た護送船団行政の弊害 を改 め て 、 画期 的 な政策転換を 図 り 、 保険 自 由 化 ･ 規

制緩和が進 め ら れた 。 保険 自 由 化 の導入は 、 ①保険料率 (価格) の低下 ( = 消費者余

剰の拡大 ) 、 ②事業領域の拡大 と 新規事業の 開拓 ( = 市場活性化 ) 、 ③新 し い保険商品

の 開発 と 消費者選択の 多様化 、 ④消費者意識の高揚 ( = 外部効果の可能性) 、 ⑤行政 コ

ス ト の軽減 ( = 行政認可 に 関す る 機会 コ ス ト の節約 ) な ど の諸効果が期待 さ れて いた 。

こ れ ら につい て 、 期待通 り の効果が認め ら れた も の の 、 自 由 化 に対す る 整備不十分 さ

か ら 多 く の 問題 も 露呈 し て い る の が現状 と い え よ う 。

保険 自 由 化後 の保険市場の構造 を み る と 、 い く つ かの 特筆すべ き 変化 も 見 ら れ る 。

す な わ ち 、 ①代理店販売チ ャ ネル改革 (販売 コ ス ト の 見直 し ) 、 ②市場集 中化 ･ 寡 占化

(収益力格差の顕在化 ) 、 ③損害率の上昇 、 経費率の減少 、 ④価格競争の進行 (一件 当

た り 保険料の低下 、 通販型保険の浸透 ) 、 ⑤ 国 内事業収益の相対的低下 と 海外事業進 出

への動 き 、 な ど で あ る 。 こ れ ら の 変化は 、 保険 自 由 化以 降 に複雑化 し た保険会社の経

営戦略を直接的 に反映 し た も の で あ る 。

と く に 、 保険料率設定の あ り 方 は 、 補償サー ビス の多様化 と 絡んで 、 保険会社に と
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っ て ま すま す経営戦略の 中核 と な っ て い る 。 そ の こ と は消費者に と っ て 、 多種多様な

保険商品 の 中 か ら 適正 に選択す る こ と を通 じ て 、 消費者利益 を享受 で き る 可能性が高

ま っ た半面で 、 逆 に 、 消費者は 、 情報氾濫の 中 で 、 比較 困難な状態 に置かれて お り 、

体制整備が急務 と な っ て い る 。

一方 、 保険会社 、 保険消費者 、 政府の相互 関係 について も 変化が 生 じ て い る 。 業界

内部 におい て も 、 ま た業界 と 契約者 、 政府 と 業界 と の 関係 において も 、 以前 と 比べて

緊張感が高 ま っ た こ と は 、 保険 自 由 化 の大 き な メ リ ッ ト で あ る 。 し か し 、 相互 に存在

す る 不信感 を払拭す る 方策が見 出 し切れて い ない憂慮すべ き 状況 に あ る 。

保険 自 由 化 は 、 リ ス ク に応 じ た保険料を負担す る と い う 保険原理へ回帰 さ せ る こ と

に な っ た 。 し た が っ て 、 個人 の も つ属性や条件 に応 じ て 、 保険料に は格差が発生す る 。

こ れ ま で は 、 保険業界は 、 行政指導に よ る 協調体制 の 中 で 、 で き る 限 り 契約者 を 平等

に扱 う よ う を 心が け て き た 。 し か し 、 保険 自 由 化 を進展 さ せ る と い う こ と は 、 平等主

義 を廃 し て差別主義 を受 け入れ る こ と に他 な ら な い 。 結果 と し て 、 消費者利益の配分

は 、 均等 に及んだわ け ではな く 、 利益 を享受で き る 者 と 、 不利益 を 強い ら れ る 者 と が

明確に選別 さ れた 。 保険 自 由 化 は 、 ｢保険契約者が保険会社を選ぶ時代 ｣ で あ る と 同 時

に 、 ｢保険会社が保険契約者 を選ぶ時代 ｣ を も た ら し た の で あ る 。

わ が 国の保険市場を取 り 巻 く 環境 をみ る と 、 人 口 減少社会の到来 、 経済 の グ ロ ーバ

ル化 、 恒常的 な低成長経済な ど 、 保険業の将来に対 し て は さ ま ざ ま な外生的要因 が働

いて い る 。 保険会社は 、 環境変化 に対処すべ く 、 資本提携や合併な ど業界再編成 を活

発 に推 し進 め 、 ま た 、 海外事業展開 に乗 り 出す動 き も 加速 し て い る 。 こ う し た ダイ ナ

ミ ッ ク な構造変化 について も 、 少 なか ら ず保険 自 由 化 に起因す る も の で あ る 。

以上の事実認識に基づいて 、 本報告では 、 保険 自 由 化が保険業 ( と く に損害保険業 )

に及ぼ し た影響につ い て 、 主 と し て 消費者利益の観点か ら 評価を し てみたい 。 ま ず 、

戦後保険政策の特徴 を整理 し て 、 保険 自 由 化への政策転換に至 る 経緯 と 必然性 を考察

す る 。 次 に 、 保険 自 由 化後 の損害保険市場の構造変化 について統計的分析 を行い 、 そ

の要因 を解明す る 。 さ ら に 、 進展す る 経営戦略の多様化 に 関 し て 、 消費者利益の観点

か ら ど の よ う に捉 え る こ と が で き る か を考 え る 。 最後 に 、 保険市場 を取 り 巻 く 環境変

化 を踏ま え て 、 今後 の保険業の課題 を述べ る こ と にす る 。
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戦後型保険システムの転換-生命保険の 自 由化 と は何だっ たのか ? -

一橋大学 米 山 高 生

｢ 自 由化後の 1 0 年を検証する ｣ と い う テーマ を生命保険に軸足を置き なが ら 考え る場

合、 まず明 ら かに しておかねばな ら ない こ と は 、 生命保険に と っ て 自 由化 と は何だっ たの

だろ う と い う こ と 、 そ し てその 自 由化がわが国の保険業に何を も た ら したのかを検証する

こ と であ る 。 こ の二つの課題を果たすこ と が こ のシンポジ ウ ムでの私が分担する責任であ

る が 、 限 られた時間で こ の二つの課題を同時に解決する こ と は難 しい。 そ こ で 、 今回は 、

と く に前者の課題を 中心に検討を加え 、 検証については実証研究の必要性 と 可能性を指摘

する に と どめ る こ と にする 。

199 6 年の保険業法改正を 、 保険の 自 由化の 出発点であ る と 位置づけ る考えが あ る 。 新保

険業法は、 自 由化の達成だけ を 目 的に し て制定 された も のではないが 、 子会社に よ る 生損

兼営方式の導入をは じ め と し て 自 由化に対 して前向 き な性格を も つ立法であ っ た こ と は事

実であ る 。 保険業法改正に加えて 、 保険の 自 由化についての メ ルク マール と な る も のは 、

日 米保険協議に よ る 自 由化の促進であ る 。

と こ ろで 、 生命保険に限っ てみれば、 新保険業法の登場に よ っ て 、 生命保険の 自 由化が

直ち に生まれた と は考えに く い し 、 ま た 日 米保険協議は、 損害保険料率の 自 由化 と い う 結

果を導き 出 し たに も かかわ らず、 がん保険な どの特殊な保険に対する大手生保の参入制限

をむ し ろ遅 らせた と い う 側面を も っ てお り 、 生命保険の 自 由化 と い う 観点か ら は 、 複雑な

性格を も っ ていた と い っ て よ い。

こ の よ う に考え る と 、 こ の lo 年間 に生命保険の 自 由化が進んだ と い う 事実認識におい

ては 、 衆 目 の一致する と こ ろではあ る が 、 生命保険の 自 由化が 、 いつ どの よ う に進展 した

のか と い う こ と については 、 案外明 ら かに さ れていない よ う に思われる 。

本報告では、 私がかつて ｢戦後生命保険シス テ ム ｣ と 呼んだ 自 由化以前のシス テ ム につ

いて認識を深め る こ と を と お して 、 自 由化に よ っ て変化 し た点について よ り 鮮明 に理解 し
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たい。

｢戦後生命保険システ ム ｣ の も っ と も重要な特徴は 、 商品お よ び料率の画一化、 お よび

中小生保の保護であ る 。 こ れ ら の特徴は、 戦後の生命保険需要の決定的な不足 と い う 経済

条件の下で、 国民生活の向上のた め に安定的な保険サー ビス を提供する と い う 政策 目 的に

と っ て整合的な も のであ っ た。 すでに 1970 年代において 、 こ の歴史的経済的条件の変化

が生 じていたが 、 1980 年代の金融バブルに翻弄 された生保会社は、 続いて生 じた低成長時

代を経て現在に至っ てい る 。 生命保険会社の 自 由化を 、 こ の よ う な歴史的なシステ ム転換

の 中で理解する こ と が大切であ る 。

本報告の主要な関心は 、 自 由化に よ っ て何が生 じたのか と い う こ と であ る ので 、 保険業

法の施行以降、 生命保険業界に起 こ っ たい く つかの主要な変化について検討を加え る 。 こ

の時期の 自 由化を考え る 上で考慮すべき重要な二つの要素は、 逆ザヤ と 保障性市場の長期

的減少傾向であ る 。 こ の よ う な歴史的 ･ 経済的条件の変化の下で生 じた 自 由化を進展 させ

る変化について取 り 上げて検討を加 え る 。 その結果、 生命保険において 自 由化がいつ どの

よ う に進展 したのか と い う こ と を あ る程度明 ら かにでき る も の と 思 う 。

生命保険の 自 由化の検証については、 記述統計的な手法を活用する解釈論的な方法 と 、

計量モデルな どを利用する モデル実証分析 と い う 方法があ り 、 ｢ 自 由化後 10 年｣ に 関 して

は 、 ま だ十分な検証がお こ なわれてい る と は言い難い。 本報告では 、 具体的な検証を行え

ないが 、 政策の策定 と 実行過程におけ る実証研究に よ る検証の重要性を強調 し 、 今後あ り

う る 実証研究の方向性について も理解を深めたい。

｢戦後生命保険システ ム ｣ は 、 1970 年代にはそれが存立する ための歴史経済的条件が失

われていた。 に も かかわ らず 、 存続 し続けていたシス テ ム が 、 1995 年以降の 自 由化に よ っ

て どの よ う に転換 したのかを明 ら かにする こ と は 、 今後の生命保険業の行 く 末を見通すた

め に重要な作業 と 思われる 。 本報告では、 以上の歴史的な視角 か ら の作業を と お し て 、 ｢ 自

由 化後の 10 年を検証する ｣ と い う 課題に こ た え る と と も に 、 パネル討論のための ｢たた

き 台 ｣ を提供 したい。
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保険 自 由化 1 0 年 と 消費者問題

弁護士 ･ 早稲田大学 上柳敏郎

1 . 自 由化の 1 0 年 ･ ･ 消費者 (契約者) と 大き な関わ り のある諸改正

保険業法は、 1 9 9 5 (平成 7 ) 年に全面的に改定 された。 ①保険商品 ･ 料率に関する届

出制の一部導入、 ②子会社方式に よ る 生損保相互参入、 ③保険金額削減に関する規定の削除、

④ ソルベンシーマージン基準導入、 ⑤標準責任準備金制度の導入、 ⑥経営財務内容の開示、

⑦保険契約者保護基金の創設な どがな された。

その後 、 保険会社 と 金融他業態 と の相互参入、 窓 ロ販売、 保険早期是正措置の導入、 支払

保証制度の創設、 保険相互会社の株式会社化の促進、 金融機関等の更生手続の特例に関する

法律 (更生特例法) の制定、 生命保険契約者保護機構への政府支援強化な どが実施 された。

さ ら るこ 2 0 0 0 年代に入 り 、 消費者契約法や金融商品販売法の制定、 予定利率引下げ容認、

無認可共済 ･ 少額短期保険業者規制 、 金商法、 保険法改正 と 続いた。

2 。 利便性の向上 と その影、

販売ルー ト の多様化は一般的に歓迎 された と 思われる が 、 他業態での優越的地位濫用や、

リ ス ク についての誤解や混同が懸念 される 。 第三分野を 中心 をこ保険商品の多様化は実現 した

が 、 違いが良 く わか ら ない。 予定利率低減について理解 し ないま ま に 、 保険契約を乗 り 換え

た例も多い。 自 由化ない し競争促進の も と で、 生保外務員や損保代理店の態度は、 消費者に

と っ て改善 された面 も あ る が 、 不招請勧誘の弊害がな く なっ たわけではない。 マルチチャネ

ル化や保険仲立入は、 消費者側を支援する こ と が期待 されたが 、 活用 はま だま だであ る 。

保険契約に も適用があ る消費者契約法や金融商品販売法が制定 され、 ま た 、 無認可共済規

制や不払い摘発は、 金融行政が 、 業界だけでな く 消費者のほ う を 向 き 出 した現れ と いえ る 。

と いっ て も裏か ら言 う と 、 法のすき 間が放置 されたま ま に 、 自 由化がな された と い う こ と で

あ る 。

経営財務内容や ソルベンシーマージンに関する 開示は進んだが 、 消費者が十分に活用でき

る も の と は言い難い。
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3 . 事故 ･ 不祥事 と その背景

保険金不払いをめ ぐっ て 、 2 0 0 5 年以降、 生保、 付随的損害保険金、 第三分野、 火災保

険料過徴収 と 、 摘発が相次いだ。 自 由化以前か ら 同様の問題はあっ た と も いえ る が 、 自 由化

を背景に各社で大量発生 した と思われる 。

保険会社の破綻が顕在化 し 、 多数の契約者に実損 と 心労を も た ら した。 今後は本当 に大丈

夫なのか、 消費者側の不安は残っ てい る 。

バブル期の銀行融資に よ る変額保険に よ っ て多数の契約者が生活の本拠を失っ た。 最近、

変額保険 ･ 年金について 、 消費者相談がま た増えて き た。

4 . 課題

( 1 ) 勧誘規制

コ ンプラ イ ア ンスや手数料の問題、 金商法及び保険業法改正に よ る勧誘規制の実効性の検

証、 さ ら に生保外交員や損保代理店 と い う 販売体制 自 体の再考が必要であ る 。 つま り 、 不招

請勧誘禁止の問題意識 と 現実性についての真剣な論議が必要であ る 。

適合性原則について 、 販売チャ ンネルや商品の多様化に対応 して 、 顧客調査義務 と と も に 、

商品調査義務が強調 されるべき であ る 。 顧客調査義務や説明義務、 助言義務については、 証

券に関 して判例理論や行政実務が蓄積 されて き たが 、 保険におけ る消費者のニーズや契約の

長期性に対応 した適用 ない し応用が課題であ る 。 保険料は誰の も のか、 契約なのか金融商品

なのか、 保険法理の原理的な部分に も検討が必要 と 考え る 。

( 2 ) 開示規制

開示の必要性について 、 総論的には争いはない と 思われる 。 しか し 、 実質については、 不

信は深い。 消費者側 リ テ ラ シーの向上 も課題であ る 。 こ こ が解消 されない と 、 別の場面で問

題が発生 した り 、 制度改革の論議がゆがんだ り する と 思 う 。

( 3 ) ガバナンス規制

勧誘や販売の問題について 、 消費者は金融行政や司法事後救済に頼 ら ざる を えないのであ

る が 、 それ ら に完全を求め る のはそ う 簡単ではな く 消費者に しわ寄せがき てい る 。 保険会社

のガバナンス機構を通 じて 自 治的に 、 利害関係者が経営陣に対 し勧誘や開示の適正を実現 さ

せる こ と が期待 される 。 ま た 、 保険会社の運用 について 、 消費者 ･ 契約者の関与ない し コ ン

ト ロ ールは 、 実質的には皆無に近い。 ガバナンス のあ り 方を検討する必要があ る 。
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保険会社経営の健全性確保について

格付投資情報センター 植 村 信 保

1 . 健全性確保の枠組みの変化

l 995 年に保険業法が改正 され、 規制緩和が徐々 に進むまで、 日 本の保険行政は典型的な

『護送船団｣ 行政だっ た。 旧保険業法の も と で、 監督当局 (大蔵省) に広範な権限を与え 、

経営のあ ら ゆ る段階において具体的に監督する実体的監督主義の方式が採用 されていた。

しか し 、 現在の健全性確保の枠組みは行政に よ る規律だけではな く 、 会社 自 ら の リ ス ク 管

理態勢やガバナンス面な どの 自 己規律、 ディ ス ク ロ ージャーや格付け会社、 株式市場、 マス

メ ディ アな どを通 じた市場規律を総合的に活用 し よ う と い う 考え方になっ てい る 。

2 . 中堅生保の経営破綻

1997 年 4 月 か ら 200 1 年 3 月 ま での 4 年間に中堅生保 7 社の経営が相次いで破綻 し 、 保険

契約者が多大な不利益を被る と い う 事態が発生 した。 これ ら の破綻事例を検証 した と こ ろ 、

破綻生保では 自 己規律、 行政に よ る規律、 市場規律のいずれも う ま く 機能 していなかっ た。

3 . 健全性規制の動向 と今後の方向性

改正保険業法では、 行政に よ る 問題会社の早期発見、 早期対応を 目 的に ソルベンシー ･ マ

ージン比率 (SMR) が導入 された。 と こ ろが 、 生保の経営悪化が深刻化する なかでの導入 と

な り 、 基準が甘 く なっ たため 、 直前まで SMR が早期是正措置の発動基準であ る 200% を上

回っ ていたに も かかわ らず、 破綻する保険会社が続出 した。

行政は 200 1 年以降 も破綻処理への対応 と セーフテ ィ ーネ ッ ト の再構築に追われ、 2003 年

には既契約の予定利率引 き 下げを可能 と する保険業法改正が実現 した。 その後 、 金融システ

ム不安が遠の く なかで、 行政は よ う や く SMDR の抜本的な見直 し に着手 してい る 。

他方、 保険会社を取 り 巻 く 事業環境が変わ り つつあ る のに伴い、 巨大災害 リ ス ク や長期の

医療保障 リ ス ク 、 変額年金の最低保証 リ ス ク な ど、 経営 リ ス ク も変化 してい る 。



【 平成 20 年度 日 本保険学会大会 】

シンポジ ウ ム ｢ 自 由化後 l o 年の検証｣

報告要旨 ; 植村信保

4 . 会計 と ディ ス ク ロージャー

これま でディ ス ク ロ ージャーを通 じた市場規律は、 保険会社特有の用語や財務諸表、 保険

事業に特有の収益構造、 不十分な情報開示 と アナ リ ス ト機能の弱 さ 、 な どか ら十分機能 して

こ なかっ た。 生損保の経営破綻な どを受けて 、 保険会社のディ ス ク ロ ージャーは段階的に整

備 されて き た も のの 、 負債面を 中心 &こ依然 と して改善の余地が大き い。

ま た 、 現在の保険会計は、 保険会社の経営内容を必ず し も十分に反映 していない。 例えば

保険料は現金主義、 費用は発生主義で認識する こ と か ら 、 収入 と 支出の対応期間のずれが生

じて しま い 、 結果 と して新契約が好調だ と 利益が圧迫 されやすい。 しかも 、 監督会計に財務

会計が加わっ た中途半端な も のになっ てい る 。

これに対 し 、 近年では 『エ ンベディ ッ ド ･ バ リ ュー (EV) ｣ な ど保険会計の枠組みを超

えた情報開示の試みも始ま っ てい る 。 保険会計その も のの見直 し も進みつつあ る 。 国際会計

基準審議会 (IASB) では保険契約の国際会計基準を検討 してお り 、 保険負債 (責任準備

金) をいわば時価評価する方向で議論が進んでいる 。

5 . ガバナンス面

中堅生保の破綻事例を詳細に検証 した結果、 会社が破綻に至る には ビジネスモデルや経営

者、 経営組織 と いっ た 、 その会社固有の内的要因が重要な意味を持っ ていた こ と が浮き彫 り

になっ た。 すなわち 、 破綻会社の コーポ レー ト ガバナンス が十分でなかっ た こ と が 、 破綻 リ

ス ク を高め る こ と につなが っ た と 考え られる 。

破綻 リ ス ク を高め る 内的要因 をいかに コ ン ト ロ ールするか、 すなわち 、 自 己規律を ど う 有

効に機能 させる かが 、 過去の破綻事例か ら得 られる最 も重要な教訓であ る 。 ガバナンス が働

きやすい組織の構築ができれば、 破綻 リ ス ク を小 さ く でき る可能性があ る 。 例えば、 経営内

容を ｢見え る ｣ よ う にする こ と が考え られる 。

近年では I T技術の進展等に よ り 高度な リ ス ク 管理が可能 と なっ てい る 。 だが 、 どんなに

形を整え 、 き ちん と 数値を算出 して も 、 実際に経営に活用 されなければ リ ス ク を管理 した こ

と にはな ら ない。


